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○ 宇治市子ども・子育て会議設置条例（平成25年宇治市条例第41号） 

 

 

（設置） 

第１条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１３８条の４第３項の規定に基づき、

附属機関として、宇治市子ども・子育て会議（以下「子ども・子育て会議」という。）

を置く。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

（１）子ども・子育て支援 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。以下「法

」という。）第７条第１項に規定する子ども・子育て支援をいう。 

（２）子ども 法第６条第１項に規定する子どもをいう。 

（３）保護者 法第６条第２項に規定する保護者をいう。 

（所掌事務） 

第３条 子ども・子育て会議は、次の各号に掲げる事務を所掌する。 

（１）法第７７条第１項各号に掲げる事務 

（２）宇治市児童育成計画の推進に関し意見の交換及び調整を行うこと。 

（３）その他本市の子ども・子育て支援に関し必要な調査及び審議を行うこと。 

（組織） 

第４条 子ども・子育て会議は、委員３０人以内で組織する。 

２ 委員は、次の各号に掲げる者のうちから市長が委嘱し、又は任命する。 

（１）子どもの保護者 

（２）関係団体の推薦を受けた者 

（３）子ども・子育て支援に関する事業に従事する者 

（４）子ども・子育て支援に関し学識経験を有する者 

（５）前各号に掲げる者のほか、市長が適当であると認める者 

（委員の任期） 

第５条 委員の任期は、３年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任

期は、前任者の残任期間とする。 

２ 委員は、再任されることができる。 

（会長及び副会長） 

第６条 子ども・子育て会議に、会長及び副会長を置く。 

２ 会長及び副会長は、委員の互選により定める。 

３ 会長は、子ども・子育て会議を代表し、会務を総理する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、その職務

を代理する。 

 

資料２ 
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（会議） 

第７条 子ども・子育て会議の会議は、会長が招集し、会長がその議長となる。 

２ 子ども・子育て会議の会議は、委員の半数以上の出席がなければ開くことができない

。 

３ 子ども・子育て会議の会議の議事は、出席した委員の過半数で決し、可否同数のとき

は、議長の決するところによる。 

（意見の聴取等） 

第８条 会長は、子ども・子育て会議の会議において必要があると認めるときは、関係者

の出席を求めてその意見若しくは説明を聴き、又は資料の提出を求めることができる。 

（庶務） 

第９条 子ども・子育て会議の庶務は、子ども・子育て支援主管課において処理する。 

（委任） 

第１０条 この条例に定めるもののほか、子ども・子育て会議の運営に関し必要な事項は

、会長が子ども・子育て会議の会議に諮つて定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から起算して３月を超えない範囲内において規則で定める日か

ら施行する。 

（会議の特例） 

２ この条例の施行後最初の子ども・子育て会議の会議の招集は、第７条第１項の規定に

かかわらず、市長が行う。 

 

 

 

 

 

○ 宇治市子ども・子育て会議設置条例の施行期日を定める規則（平成25年宇治市規則

第3号） 

 

 

 宇治市子ども・子育て会議設置条例（平成２５年宇治市条例第４１号）の施行期日は、

平成２５年１２月１８日とする。 
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○ 子ども・子育て支援法（平成24年8月22日法律第65号） 抄 

 

 

（市町村等の責務） 

第３条 市町村は、この法律の実施に関し、次に掲げる責務を有する。 

１ 子どもの健やかな成長のために適切な環境が等しく確保されるよう、子ども及びその

保護者に必要な子ども・子育て支援給付及び地域子ども・子育て支援事業を総合的かつ

計画的に行うこと。 

２ 子ども及びその保護者が、確実に子ども・子育て支援給付を受け、及び地域子ども・

子育て支援事業その他の子ども・子育て支援を円滑に利用するために必要な援助を行う

とともに、関係機関との連絡調整その他の便宜の提供を行うこと。 

３ 子ども及びその保護者が置かれている環境に応じて、子どもの保護者の選択に基づき、

多様な施設又は事業者から、良質かつ適切な教育及び保育その他の子ども・子育て支援

が総合的かつ効率的に提供されるよう、その提供体制を確保すること。 

（定義） 

第６条 この法律において「子ども」とは、１８歳に達する日以後の最初の３月３１日ま

での間にある者をいい、「小学校就学前子ども」とは、子どものうち小学校就学の始期

に達するまでの者をいう。 

２ この法律において「保護者」とは、親権を行う者、未成年後見人その他の者で、子ど

もを現に監護する者をいう。 

第７条 この法律において「子ども・子育て支援」とは、全ての子どもの健やかな成長の

ために適切な環境が等しく確保されるよう、国若しくは地方公共団体又は地域における

子育ての支援を行う者が実施する子ども及び子どもの保護者に対する支援をいう。 

（特定教育・保育施設の確認） 

第３１条 ・・・教育・保育施設の設置者の申請により、次の各号に掲げる教育・保育施

設の区分に応じ、当該各号に定める小学校就学前子どもの区分ごとの利用定員を定めて、

市町村長が行う。 

（１）認定こども園 

（２）幼稚園 

（３）保育所 

２ 市町村長は、前項の規定により特定教育・保育施設の利用定員を定めようとするとき

は、あらかじめ、第７７条第１項の審議会その他の合議制の機関を設置している場合に

あってはその意見を、その他の場合にあっては子どもの保護者その他子ども・子育て支

援に係る当事者の意見を聴かなければならない。 

（特定地域型保育事業者の確認） 

第４３条 ・・・地域型保育事業を行う者の申請により、地域型保育の種類及び当該地域

型保育の種類に係る地域型保育事業を行う事業所ごとに・・・小学校就学前子どもに係

る利用定員を定めて、市町村長が行う。 

３ 市町村長は、第一項の規定により特定地域型保育事業の利用定員を定めようとすると

きは、あらかじめ、第７７条第１項の審議会その他の合議制の機関を設置している場合

にあってはその意見を、その他の場合にあっては子どもの保護者その他子ども・子育て
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支援に係る当事者の意見を聴かなければならない。 

 

（市町村子ども・子育て支援事業計画） 

第６１条 市町村は、基本指針に即して、５年を１期とする教育・保育及び地域子ども・

子育て支援事業の提供体制の確保その他この法律に基づく業務の円滑な実施に関する計

画(以下「市町村子ども・子育て支援事業計画」という。)を定めるものとする。 

２ 市町村子ども・子育て支援事業計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

（１）市町村が、地理的条件、人口、交通事情その他の社会的条件、教育・保育を提供す

るための施設の整備の状況その他の条件を総合的に勘案して定める区域ごとの・・・

各年度の特定教育・保育施設に係る必要利用定員総数、特定地域型保育事業所に係る

必要利用定員総数、その他の教育・保育の量の見込み並びに実施しようとする教育・

保育の提供体制の確保の内容及びその実施時期 

（２）教育・保育提供区域ごとの当該教育・保育提供区域における各年度の地域子ども・

子育て支援事業の量の見込み並びに実施しようとする地域子ども・子育て支援事業の

提供体制の確保の内容及びその実施時期 

（３）子ども・子育て支援給付に係る教育・保育の一体的提供及び当該教育・保育の推進

に関する体制の確保の内容 

３ 市町村子ども・子育て支援事業計画においては、前項各号に規定するもののほか、次

に掲げる事項について定めるよう努めるものとする。 

（１）産後の休業及び育児休業後における特定教育・保育施設等の円滑な利用の確保に関

する事項 

（２）保護を要する子どもの養育環境の整備、児童福祉法第４条第２項に規定する障害児

に対して行われる保護並びに日常生活上の指導及び知識技能の付与その他の子どもに

関する専門的な知識及び技術を要する支援に関する都道府県が行う施策との連携に関

する事項 

（３）労働者の職業生活と家庭生活との両立が図られるようにするために必要な雇用環境

の整備に関する施策との連携に関する事項 

４ 市町村子ども・子育て支援事業計画は、教育・保育提供区域における子どもの数、子

どもの保護者の特定教育・保育施設等及び地域子ども・子育て支援事業の利用に関する

意向その他の事情を勘案して作成されなければならない。 

５ 市町村は、教育・保育提供区域における子ども及びその保護者の置かれている環境そ

の他の事情を正確に把握した上で、これらの事情を勘案して、市町村子ども・子育て支

援事業計画を作成するよう努めるものとする。 

６ 市町村子ども・子育て支援事業計画は・・・市町村地域福祉計画・・・教育振興基本

計画、その他の法律の規定による計画であって子どもの福祉又は教育に関する事項を定

めるものと調和が保たれたものでなければならない。 

７ 市町村は、市町村子ども・子育て支援事業計画を定め、又は変更しようとするときは、

あらかじめ、第７７条第１項の審議会その他の合議制の機関を設置している場合にあっ

てはその意見を、その他の場合にあっては子どもの保護者その他子ども・子育て支援に

係る当事者の意見を聴かなければならない。 

（市町村等における合議制の機関） 

第７７条 市町村は、条例で定めるところにより、次に掲げる事務を処理するため、審議
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会その他の合議制の機関を置くよう努めるものとする。 

（１）特定教育・保育施設の利用定員の設定に関し、第３１条第２項に規定する事項を処

理すること。 

（２）特定地域型保育事業の利用定員の設定に関し、第４３条第３項に規定する事項を処

理すること。 

（３）市町村子ども・子育て支援事業計画に関し、第６１条第７項に規定する事項を処理

すること。 

（４）当該市町村における子ども・子育て支援に関する施策の総合的かつ計画的な推進に

関し必要な事項及び当該施策の実施状況を調査審議すること。 

２ 前項の合議制の機関は、同項各号に掲げる事務を処理するに当たっては、地域の子ど

も及び子育て家庭の実情を十分に踏まえなければならない。 


